
平成27年(ヲ)第885号 問i接強制 申立事件

決 定

大阪市中央区石町1丁 目1番1号 天満橋千代 田ビル

債 権 者 特定非営利活動法人消費者支援機 構関西

同 代 表 者 理 事 榎 彰 徳

同 代 理 人 弁 護 士 尾 崎 博 彦

大阪市天王寺区石 ケ辻町18番15号

債 務 者 株 式 会 社VeaU

同代表者代表取締役 津 郷 千 代 子

同 代 理 人 弁 護 士 船 倉 亮 慈

主 文

1債 務 者 は,消 費者 との 間 で貸 衣 装契 約 を締 結 す るに 際 し,解 約 時 に消 費者

が負担す る解約金 につ い て,別 紙1契 約 条項 目録 の記 載 の条項 を内容 とす る意

思表示 を行 っては な らない 。

2本 決 定 送 達 の 日以 降,債 務者 が 前項記 載 の義務 に違 反 して 前項 記載 の 意思

表 示 を行 った ときは,債 務者 は,債 権者 に対 し,違 反 行為 を した回数1回 につ

き15万 円の割合 に よる金員 を支 払 え。

理 由

第1申 立て の趣 旨 ・申立 て の理 由及 び相 手方 の意見
も ヒ

1申 立て の趣 旨

(1)主 文第1項 と同 旨

(2)本 決定送達 の 日以 降,債 務 者 が前項 記載 の義務 に違 反 して前項記載 の意思
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表示 を行 っ た ときは,債 務者 は,債 権 者 に対 し,違 反 行 為 を した 向数1回

につ き20万 円の割 合 に よる金員 を支払 え。

2申 立 ての理 由及 び相 手方 の意 見

(1)申 立 ての理 由

別 紙2「 間接 強制 申立書(写 し)」 中 「申立 て の理 由」欄,別 紙3「 申

立 補 充 書(写 し)」 ・,別 紙4「 主 張 書 面(平 成27年12月25日 付)

(写 し)」 及 び 別 紙5「 主 張 書 面(2)(平 成28年1.月22日 付)(写

し)」 の とお り

(2)相 手方 の意 見

別 紙6「 答 弁 書(写 し)」 中 「答 弁 の理 由」 欄 及 び別 紙7「 主 張書 面1

(写 し)」 の とお り

第2当 裁判所 の判 断

1一 件記録 に よれ ば,以 下の事実 が認 め られ る。

(1)当 事 者等

ア 債 権 者 は,消 費 者 契約 法 第13条 に基 づ き内 閣総 理 大 臣 の認定 を受 け,

そ の後認 定 の更新 を受 けた適格 消費者 団体 で あ る。

イ 債務者 は,結 婚 式用 の衣 装等 の賃貸 を業 とす る株 式会社 で あ る。

(2)本 件 債務名 義 の 内容 及び認諾 の経緯

ア 債 権 者 は,平 成27年7月30日,別 紙1契 約 条 項 目録 記 載 の 契約 条

項 は消 費者契 約法 第9条 第1号 に違反 す る もの であ る と して,債 務 者 が,

消費者 との 間で貸衣 装契約 を締 結す るに際 し,同 条項 を含 む契約 の 申込 み

又 は承諾 の意 思表示 を行 わない こ と,同 内容 が記 載 された契約 書ひ な形等

の書 面 を廃棄 す るこ と,及 び これ らを従 業員 らに周 知 させ ,同 条 項 につい

て の意 思表示 を行 わ ない よ うに指示 す るこ とを請求 す る書 面(以 下 「本件

提 訴予告 通知 」 とい う。)を 送 付 し,同 書 面 は,同 月31日 に債務 者 に到

達 した。 なお,同 書 面受領 か ら下記 イの提 訴 に至 ま での間の被 告の対応 の
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有無及 び 内容 は一件 記録上 明 らか ではな い。

イ 債 権者 は,平 成27年9月2日,大 阪地 方裁 判 所 に,要 旨下記(ア)な い

し(ウ)の各 請 求 を 内容 とす る訴訟(大 阪地方 裁 判所 平成27年(ワ)第8

～

708号 貸衣 装 契約解 約金条項使 用差止 請 求事件)を 提 起 した とこ ろ,債

務者 は,同 年10月30日 の 同事件 第1回 口頭 弁論 期 日におい て債 権者 の

請求 を認 諾 し,同 訴 訟 は終 了 した。

(ア)債 務 者 は,消 費者 との間で,貸 衣装 契約 を締 結す るに際 し,解 約 時 に

消費 者 が負 担 す る解 約 金 につ い て,別 紙 契 約 条項 目録 記載 の条 項(本

件 の別 紙1契 約 条 項 目録 と同一 内容 で あ る。)を 内容 とす る意 思表 示

を行 っ ては な らない。

(イ)債 務者 は,前 項記載 の条項 が記 載 され た契約書 ひ な形 が印刷 され た契

約 書用紙 を破 棄 せ よ。

(ウ)債 務 者 は,そ の従 業員 らに対 し,下 記 の 内容 を記載 した書 面を配布せ

よ。

記

株 式会 社Veauは,消 費 者 との 間 で貸 衣 装 契約 を締結 す る に際 し,

別 紙 契 約 条 項 目録 記載 の解 約 金 条項 を含 む 意 思表 示 を行 い ませ ん の で,

当社 が 当該解 約 金条 項 を使 用 した貸 衣 装 契約 を行 うた めの事務 一切 は

行 わ ない よ うに し,当 該 解約 金 条 項 が記 載 され た契約 書 用紙 は全 て破

棄 して くだ さい。

ウ 債 権者 は,平 成27年11月27日,本 件 申立て を した。

2不 作為 を 目的 とす る債務 の強制執行 として間接強制決定 をす るには,債 権

者 におい て,債 務 者 が その不作為義 務 に反 す るお それ が あ るこ とを立証す れ ば

足 り,債 務 者 が現 にそ の不作為 義務 に違 反 してい る こ とを立 証す る必要 は ない。

また,義 務 違反 のおそ れ の要件 は,高 度 の蓋然 性 や急迫性 に裏付 け られ た もの

で ある必要 は ない と解 す るのが相 当で あ る(最 高裁 第二小 法廷平成17年12
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月9日 決 定 民集59巻10号2889頁)。

3債 務 者 は,上 記2の 点 に,関 し,平 成27年11月20日,別 紙1契 約 条 項

目録 記 載 の条 項 を含 まな い内容 に規 約 を変 更(以 下,変 更 後 の規約 を 「新 規

約 」 とい う。)し た上,同 日,従 業員 に対 して,新 規約 を同年12月1日 か ら

用 い る 旨従業員 に説 明 し,同 月30日 まで に変更 前の規約 を全て破 棄 した 旨を

主 張す る。

な るほ どこの点,一 件 資料 に よれ ば,債 務 者 にお いて契約 のひな形 を変 更 し

た こ とが伺 われ る ところで はあ る。 しか しなが ら,前 記1(2)イ の とお り請 求

を認 諾 した後 の従 業員 に対 す る周知 内容 及び 変更 前の規約 の廃 棄 に関 して は,

債務者 提 出 の陳述書記 載 の内容 の とお りで あった と して もなお,債 務者 が認 諾

した請 求 内容 に沿 った方 法 の もので あ る とはい えず,一 件 記録上,他 に,認 諾

した請 求 内容 に沿 った周 知 ない し廃 棄措 置 を とった こ とを示 す資料 は ない。

この点 に加 え,前 記1(2)ア の とお り,本 件 提訴 予告 通知 が到達 した後 の債

務者 の対応 内容 は一件 記録上 明 らかで ない こ とや,同 イ記載 の とお りの請 求認

諾後 も,少 な く とも平成27年11月30日 まで の間は変更前 の条 項 が用 い ら

れ ていた こ とも伺 われ るこ との各 点 に照 らせ ば,前 記2に おい て摘 示 した 内容

の債 務不 履行 のおそれ は存在 す る もの と優 に認 定 で きる。

4間 接 強 制 金 の額 につ い て は,債 務 の成 立,債 務者 の資力,不 履 行 の状 況 等

の諸般 の事 情 を考慮 す る とともに,債 務 不履行 に よ り不特定 かつ多数 の消費者

が受 け るべ き不利 益 を特 に考慮 しなけれ ばな らない とされ る(消 費者 契約 法第

47条)と ころ,一 件記録 上,相 談事例 と して現 れた事例 に関 しては,解 約金

額 が10万 円前後 の ものが多い と認 め られ る反 面,債 務名義 の内容等 に照 らせ

ば,上 記額 の全 額 が直 ちに平 均的損 害 を超 え るもの と断定す るには足 りない こ

とに加 え,前 記1(2)の とお りの請 求認 諾 に至 る経緯 や 同3の とお りの債 務者

の対応 状況 等 を併せ樹酌 すれ ば,本 件 にお いて,債 務 の履行 を確保 す るた めに

相 当 と認 め られ る間接強制 金 の額 と して は,違 反行為 を した 回数1回 につ き1

4



5万 円 と定 め るのが相 当であ る。

5以 上 の とお りで あ るか ら,主 文 の とお り決 定す る。

平成28年2月5日

大 阪地方 裁判所 第14民 事 部

裁 判 官 瀬 戸 茂 峰
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別紙1

契 約 ・条 項 目 録

債務者 と顧 客 との間 で締 結 され る結 婚 式 に着用 す る ウェデ ィ ング用 衣装 の レン タ

ル 契約(以 下 「本 件 貸衣装契 約 」 とい う。)に お け る消費者 の都合 に よる解約(以

下 「取 り消 し」 とい う。)の 場合 の 「取 り消 し料」 を 申 し受 ける 旨の約 款

消費者か らの解約 申し入れ時期 解約金の額

① 契約 日か らご使用の30日 前まで 契約金額 の30%
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